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「第１回独立行政法人評価委員会水資源機構分科会等合同会議」議事録 
 

平成１５年７月２３日（水）  
１３：３０～１５：０５ 
国土交通省１０階共用会議室 

 
（開会） 
 
○藤兼補佐 定刻でございます。ただいまから第１回独立行政法人評価委員会水資源機構

分科会等合同会議を開催させていただきます。 
 本日は、委員の皆様方には、御多忙の中お集まりいただきまして、まことにありがとう

ございます。 
 私、国土交通省土地・水資源局水資源政策課課長補佐をしております藤兼と申します。

本日の議事進行につきまして、後ほど当合同会議の議長を選出していただくまでの間、私

が進行を務めさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 
 
（国土交通省水資源部長挨拶） 
 
○藤兼補佐 それでは、第１回の合同会議でございますので、初めに、国土交通省土地・

水資源局水資源部長の甲村から御挨拶を申し上げます。 
○甲村水資源部長 土地・水資源局水資源部長の甲村でございます。 
 皆様方、本日は、大変お忙しい中お集まりいただきまして、ありがとうございます。 
 今回御審議いただく水資源機構は、経済産業省、農林水産省、厚生労働省、そして国土

交通省の４省庁の所管となっておりますので、４省を代表いたしまして御挨拶を申し上げ

ます。 
 最近ずっと雨が降っておりますが、日本は年間平均降水量で言いますと世界平均の２倍

ということで、一見すると雨が多く見えるわけでございますけれども、人口も多うござい

ます関係上、人口１人当たりにいたしますと世界平均の約４分の１ということで、１人頭

で見ると雨の量は少ない。その結果、水を利用するについてもいろいろ工夫をしていかな

ければならない、そういう国でございます。 
 こういう中で、国民あるいは産業の発展に対して水を安定的に供給するということで昭

和 37 年に水資源開発公団が設立されまして、その後、昭和 43 年に愛知用水公団を統合い
たしまして、現在まで水資源の安定供給を目的といたしまして、日本の主要な地域、利根

川、荒川、豊川、木曽川、淀川、吉野川、筑後川といった七つの水系でダム、水路等の施

設の建設と管理を行ってまいりました。 
 そういう中、行財政改革の一環といたしまして、特殊法人の見直しということで、水資
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源開発公団は平成 15 年 10 月から独立行政法人水資源機構となることとなっております。
独立行政法人につきましては、公共的な使命を民間企業的な経営センスで効率的、自律的

に遂行していくという性格を持つものでございます。 
 そういう中で、従来、役所が事前にいろいろ関与していたということから、今度は逆に、

あらかじめ目標を持って、それを事後的に評価して業務運営をチェックしていく。そのよ

うな形の省庁のかかわりとなってまいります。 
 今回お集まりいただきました皆様には、きょうと、来月下旬に予定いたしております２

回目の会合におきまして、独立行政法人水資源機構の中期目標、中期計画等について御意

見をいただきたいと思っております。さらに今後は、毎年度の水資源機構の実績を事後評

価していただくことになります。 
 委員の皆様の忌憚のない御意見を賜りますよう、よろしくお願い申し上げまして、簡単

ではございますが、私の御挨拶とさせていただきます。 
 きょうは、ありがとうございます。 
○藤兼補佐 それでは、まず初めに、資料の確認をさせていただきたいと思います。 
 きょうお配りいたしました資料は、かなり分厚くございますが、１ページから 102 ペー
ジまでございます。資料の番号が基本的に右肩についております。ページ数３ページと４

ページに資料目次がございます。 
 資料は、本資料が１から 11まで、参考資料が１から６までございます。資料をざっと確
認いただきまして、もし会議の中で足りない点等ございましたら、事務局に御一報いただ

ければ、すぐ補給することにいたしますので、よろしくお願いいたします。 
 
（議事） 
(1) 委員及び出席者紹介 
 
○藤兼補佐 次に、本合同会議の委員の皆様を御紹介申し上げます。 
 資料の 10ページ、資料２をごらんいただきながら御紹介させていただきます。 
 会議のテーブルのこちらから、まず、厚生労働省の委員としまして、社団法人日本水道

協会専務理事の赤川委員でございます。 
○赤川委員 よろしくお願いいたします。 
○藤兼補佐 東海大学工学部教授、茂庭委員でございます。 
○茂庭委員 よろしくお願いいたします。 
○藤兼補佐 日本ダクタイル鉄管協会関西支部長、松本委員でございます。 
○松本委員 よろしくお願いいたします。 
○藤兼補佐 続きまして、農林水産省の委員を御紹介いたします。 
 秋田県土地改良事業団体連合会専務理事、佐藤委員でございます。 
○佐藤委員 よろしくお願いいたします。 
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○藤兼補佐 日本大学生物資源科学部教授、小林委員でございます。 
○小林委員 小林でございます。よろしくお願いします。 
○藤兼補佐 大学共同利用機関総合地球環境学研究所教授、渡辺委員は御都合により欠席

でございます。 
 次に、経済産業省の委員でございます。 
 東京都立大学教授、小泉委員でございます。 
○小泉委員 よろしくお願いいたします。 
○藤兼補佐 日本経済新聞社編集委員、栩木委員でございます。 
○栩木委員 栩木でございます。 
○藤兼補佐 政策研究大学院大学教授、中村委員でございます。 
○中村委員 中村です。 
○藤兼補佐 次に、国土交通省の委員を御紹介いたします。 
 名古屋大学総長、松尾委員でございます。 
○松尾委員 よろしくお願いいたします。 
○藤兼補佐 作家の田村委員でございます。 
○田村委員 （起立一礼） 
○藤兼補佐 京都大学防災研究所教授、小尻委員でございます。 
○小尻委員 小尻です。よろしくお願いいたします。 
○藤兼補佐 サントリー株式会社相談役、津田委員でございます。 
○津田委員 津田です。よろしくお願いいたします。 
○藤兼補佐 山階鳥類研究所所長、山岸委員でございます。 
○山岸委員 山岸でございます。よろしくお願いいたします。 
○藤兼補佐 東邦学園大学経営学部助教授、後委員は御都合により欠席となっております。 
 次に、独立行政法人水資源機構を所管する各省及び水資源公団の出席者を御紹介申し上

げます。 
 厚生労働省健康局、谷津水道課長。 
○谷津水道課長 谷津でございます。 
○藤兼補佐 農林水産省農村振興局、宮本総務課長。 
○宮本総務課長 宮本でございます。 
○藤兼補佐 経済産業省経済産業政策局、中村産業施設課長。 
○中村産業施設課長 中村でございます。 
○藤兼補佐 国土交通省河川局治水課、森北事業監理室長。 
○森北事業監理室長 森北でございます。 
○藤兼補佐 国土交通省水資源部、甲村水資源部長。 
○甲水資源部長 （起立一礼） 
○藤兼補佐 花澤審議官。 
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○花澤審議官 （起立一礼） 
○藤兼補佐 佐藤水資源政策課長。 
○佐藤水資源政策課長 よろしくお願いいたします。 
○藤兼補佐 そして、水資源公団、吉永理事。 
○吉永理事 吉永でございます。 
○藤兼補佐 福田理事。 
○福田理事 福田でございます。 
○藤兼補佐 以上でございます。 
 
(2) 各省分科会等の長の指名 
 
○藤兼補佐 それでは、議事に入ります前に、各省の委員会令に基づきまして、各部会、

各分科会の長を互選にて選出し、かつ、代理となる方の御指名をいただくことになってお

ります。 
 これにつきましては、事前に各省委員の中での互選をいただいておりまして、その用紙

が私の方に届いております。これを御紹介申し上げます。 
 厚生労働省、水資源部会の部会長は赤川様。代理が茂庭様でございます。 
 農林水産省プログラムチームは、リーダーが小林様、代理が渡辺様となっております。 

経済産業省の水資源機構部会につきましては、部会長が小泉様、代理が栩木様となってお

ります。 
 国土交通省の水資源機構分科会の分科会長は松尾様、代理が小尻様となっております。 

このようなことで御確認いただけましたでしょうか。 
 
(3) 独立行政法人評価委員会水資源機構分科会等 合同会議運営方針（案）について 
 
○藤兼補佐 それでは、今回の合同会議の運営につきまして、簡単な御説明を国土交通省

水資源部、佐藤水資源政策課長より行います。 
 よろしくお願いいたします。 
○佐藤水資源政策課長 事務方を代表いたしまして御説明申し上げます。 
 水資源機構でございますが、御案内のとおり四つの役所の共管となってございます。 
 お手元の資料のダブルクリップを外していただくとよろしいかと思います。 
 20 ページ、資料４を見ていただきたいのですが、水資源機構が四つの役所の共管である
一方で、評価委員会につきましては、独立行政法人の一般的なルールで各省ごとに置くと

いうふうになってございます。したがって、そのときに４省共管の法人をどうするかとい

う問題があるわけでございますが、20 ページにありますとおり、各省評価委員会の下に、
名前は部会とか、プロジェクトチームとか、分科会とかございますけれども、それぞれ置
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かれていて、そこが水資源機構について専門的に扱っていただく。それを一体的に開催し

たいというのが本日の会議でございます。したがいまして、きょうの会議は、形の上では

四つの会議が同時に開かれているということになります。 
 そこで、これからお諮りいたしたいのは、各省の評価委員会ごとに会議進行のルールが

決まっているわけでございますが、このように一体的な開催をする場合のルールを決めた

いということで、通しページの 16ページでございますが、資料３を御提案申し上げたいと
思います。 
 要は、この会議をどのように運営していくかということでございまして、第一条は、当

然ながら議長を決めていただく。それを互選で決めていただいてはどうか。それから議長

の代理をあらかじめ指名していただいてはどうか。 
 第二条以下は、この会議や議事録などを公開にするかどうかということでございますが、

簡単に申し上げて、会議は原則として公開としたい。つまり傍聴を認めてはいかがかと思

っております。例外的に会議を非公開とする場合もあるわけでございますが、会議は原則

として公開にする。したがいまして、16 ページの一番下、議事録についても基本的に公開
をする。会議資料も、17 ページにございますが、原則として公表する。このような扱いに
してはいかがかと思っております。 
 なお、こういう整理は、通しページ 18ページに参考までにつけておりますが、国土交通
省の独立行政法人評価委員会、実は同じような形でございまして、これにならってつくっ

てみたものでございます。各省の評価委員会とも、微妙な違いはございますけれども、基

本的に事務方といたしましてはこのような取り扱いでいいのではないか。４省庁事務方と

して合意の上でつくってみたものでございます。 
 まず、この資料３につきまして、御了解を賜れればと思っております。 
 以上でございます。 
○藤兼補佐 それでは、資料３、独立行政法人評価委員会水資源機構分科会等の合同会議

運営方針につきまして、これでよろしいでしょうか。 
              〔「異議なし」の声あり〕 
○藤兼補佐 ありがとうございました。 
 それでは、合同会議は、この運営方針で今後進めさせていただきたいと思います。 
 それでは、まず、合同会議運営方針第一条にございます、本合同会議の議長を互選にて

選出していただきたいと思います。 
 各省委員から選出いただくのがいいかと思いますが、いかがでしょうか。 
○小林委員 土木工学ですとか社会基盤等を初めとする非常に幅広い知見をお持ちの松尾

先生が同時に国土交通省の分科会の会長をやっていらっしゃるということで、この主務で

ある国土交通省の分科会の会長である松尾先生にお願いしてはどうかと思いますが、いか

がでしょうか。 
○藤兼補佐 皆様いかがでしょうか。 
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              〔「異議なし」の声あり〕 
○藤兼補佐 ありがとうございます。 
 それでは、本合同会議の議長を国土交通省水資源機構分科会長の松尾委員にお願いした

いと思います。 
 よろしくお願いいたします。 
 なお、事前に傍聴者の登録がございます。合同会議運営方針に基づき、これから傍聴者

の方に傍聴席に入場していただきます。 
                〔傍聴者着席〕 
○藤兼補佐 それでは、松尾議長、この後の進行につきまして、よろしくお願いいたしま

す。 
○松尾議長 ただいま御紹介をいただきました名古屋大学の松尾でございます。大変僭越

でありますが、選出されましたので、議長を務めさせていただきます。 
 進行メモによりますと挨拶と書いてありますので、一言申し上げなければなりません。

事務の方と 10日ほど前に打ち合わせをしましたところ、この時間帯でやるには中身が相当
に詰まっております。とはいえ、皆様方御都合もあろうかと思いますので、なるべく予定

時間の中で進めたいと思いますので、まずは御協力を、今日も含めて、今後ともお願いを

申し上げます。 
 ただいま、先ほど水資源部長からお話がございましたように、国立大学も含めてではあ

りますが、再編・統合を進めて合理化を図るという問題と、民営的な経営手法を取り入れ

る、競争原理を取り入れるという三つの柱でいろいろな法人化が進んでいると理解をして

おります。国立大学の場合は法律は別になっておりますけれども、本機構のように独立行

政法人通則法に基づいた法人につきましては、中期目標と中期計画というものが法律のど

ん柱といいますか、中枢になっております。 
 本日からも、この点について、まず、どういう目標、計画なのか、であります。目標は

大臣がお与えになって、それで機構が計画をつくるということになりますが、その内容に

ついて十分に御審議あるいは御助言をいただかなければなりませんし、将来的にはいろい

ろな評価の問題が具体的に出てくると思います。申すまでもありませんが、公平な立場か

ら、客観的で実現性のある御意見を思う存分ここで御議論いただければ幸いであると思っ

ております。 
 少し長くなりましたが、御挨拶といたします。 
 それでは、早速議題に入らせていただきますが、その前に、先ほどございました合同会

議の運営方針の第一条に基づき、議長に事故があるときに代理する者の指名をさせていた

だきます。 
 議長代理につきましては、農水省の小林委員にお願いしたいと存じます。 
 小林委員、何とぞよろしくお願いをいたします。 
                〔小林委員了承〕 
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(4) 水資源機構と評価委員会について 
 
○議長 それでは、本日の議題でありますが、まずは独立行政法人評価委員会の役割等に

ついて御説明をいただきます。 
 一言だけ申し上げますと、皆さんはベテランでいらっしゃると思うんですが、法人法や

中期目標、中期計画といいましても、中身につきましてはなかなか複雑です。ですから具

体的な問題を一遍に理解するのは私もなかなか難しいですが、その都度、いろいろな問題

が出てきたときに付加的にやっていただくということにさせていただくのが一番効率的か

と思っております。これは私の感じです。しかし、きょうは一通り説明していただくこと

になります。 
 それでは、評価委員会の役割の説明を事務局からお願いいたします。 
○佐藤水資源政策課長 それでは、お手元の資料の通しページの 28ページ、資料５でござ
いますが、まず、そこをごらんいただきたいと思います。 
 この会議に具体的にどういうことをしていただくことになるのか、その点を御説明申し

上げたいと思います。 
 28 ページでございますが、上の段に「独立行政法人発足まで」、その下に「毎年度」、下
の方には「中期目標期間終了後」というふうに分かれてございます。とりあえずきょうの

会議と、８月下旬に第２回を予定しておりますが、その二つの会議がことし 10月１日の水
資源機構発足までに予定されておるものでございまして、具体的には、そこにございます

とおり、主務大臣が作成いたします中期目標について御意見をいただく、それから水機構

でつくって主務大臣に認可申請をしてまいります中期計画につきまして、認可に際して御

意見をちょうだいする。この中期目標、中期計画について御意見をいただくというのが今

回と来月の会議の最大の課題でございます。 
 それから、同じ 28ページの下の方に、小さい字で恐縮ですが、そのほか業務方法書の認
可について御意見をいただくとか、役員報酬支給基準について御意見をいただく、積立金

の処分の承認についての御意見をいただく。これらも発足までにやらねばならないことで

ございまして、これらの点は来月の会議までに準備をしたいと思っておる次第でございま

す。 
 10 月１日に水資源機構がスタートいたしまして以降は、これはルーチンになりますが、
毎年度、各年度ごとの実績がどうであったか、特に財務諸表についてそれぞれ御審議をい

ただく。毎年度のチェックをいただくことになります。そして中期目標期間終了後、とり

あえずは平成 19年度が終わってからと考えておりますが、19年度までの中期目標期間中の
実績がどうであったか、それについて御意見をいただく。これが基本的に評価委員会にお

願いいたしたい業務でございます。 
 なお、戻りまして、資料４、20 ページ以降でございます。先ほども触れましたように、
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各省ごとの評価委員会がそれぞれ審議をする建前になっておりますが、特に今回と来月の

会議とで御審議いただく中期目標、中期計画につきましては、端的に申し上げまして、そ

れぞれ下にございます部会、プロジェクトチーム、分科会に権限がおろされております。

一々触れることはいたしませんが、資料４の 21ページ以降はそのあたりの資料でございま
す。 
 それから、通しページの 29ページ、資料６でございます。これは水資源機構と各省と各
省の評価委員会とがどういう関係になっているかということを簡単に模式図で示したもの

でございます。 
 御参考までに見ていただければと思いますが、29 ページの上の段。中期目標につきまし
ては、主務４省のうち、国土交通大臣が取りまとめ役となって機構に中期目標を指示する

ことになります。しかし、各省の評価委員会に具体的には権限がおりていて、本日の皆様

方のプロジェクトチーム、部会、分科会でございますけれども、各省がそれぞれ各省評価

委員会から意見をちょうだいして、その上で国土交通大臣が取りまとめて中期目標の指示

をするという形になります。 
 中期計画は下の段ですが、ほぼ同じような形でございまして、こちらは機構がつくって

主務大臣の認可を得るという関係でございます。 
 同様に 30ページ。これは来年度以降になりますが、各年度の評価をする場合、中期目標
期間が終わったときにどうなるか。そのあたりを模式的に示すと、制度としてはこの図の

ようになっております。また必要に応じて御説明をいたしたいと思います。 
 もう一つ、31ページ、資料７でございます。 
 これは４省共管の４省は一体どういう関係になっているのかということを示したもので

ございます。下の段から参りまして、役職員の関係や財務・会計、要するに管理業務に関

する事項は国土交通省で責任を持ってやるという整理になってございます。 
 それから左上。特定施設と言っておりますけれども、治水目的、すなわち災害防止目的

を含む施設に関しては国土交通大臣の責任。それから愛知豊川用水施設。これは歴史的な

経緯もございまして農林水産大臣の責任。それらを除いたもの、その他というのが一番多

いわけでございますけれども、そのほかのダムなり水路なりの施設につきましては、その

目的に応じて、厚生労働大臣は上水道の関係、農林水産大臣はかんがい用水の関係、経済

産業大臣は工業用水の関係。それぞれ利水者の立場がございます。その施設の目的に何が

含まれるかによって、最大四つの大臣の共管、そういう整理になっておるわけでございま

す。ここも御参考までに見ていただければと思います。 
 以上、資料４から７まで、第１回の会議でございますので、この会議で何を御審議いた

だくか、簡単に整理させていただきました。 
 以上でございます。 
○議長 ただいま御説明いただきましたが、御質問はございますでしょうか。 
 本機構が４省庁の共管になっているというのが一つの大きな特徴ですね。主管庁が一つ
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あって、その下にあるというのが普通ですが、水資源は四つの省庁の共管。したがいまし

て、こういう合同の会議が開かれているということでございますが、ここまでで御質問は

ございますでしょうか。 
 私、正直に言いまして、皆様方がこの種の問題にどこまで深くタッチされているか、ま

だわからないんです。ですから、どのような質問でも結構ですので、遠慮なしに発言して

いただければよろしいかと思います。私のように毎日こういうものをつくったり書いたり

している人もこの中にいらっしゃるでしょうし、初めてこういう仕組みをごらんになる方

もいらっしゃるかと思います。いかがですか。 
 それでは、先に参りましょうか。今は機構の主管庁と、それを評価する仕組みのような

ことを御説明いただいたのだと思いますが、これから水資源機構の概要と中期目標につい

て御説明をいただくということでどうでしょうか。また行ったり来たりしてもいいと思い

ますので。 
 
 
 
(5) 独立行政法人水資源機構の概要と独立行政法人水資源機構中期目標（案）及び中期計画
（素案） 

 
○佐藤水資源政策課長 それでは、議事次第によりますと議事の (5)でございます。そもそ
も水資源機構がどういうことをやる法人であるのか、そして、今回と次回の最大のテーマ

でございます中期目標の案、中期計画の素案、現時点でどのような内容を考えているかに

つきまして御説明申し上げます。 
 中期目標、中期計画の現時点での案なり素案は、資料９、通しページで 46ページ以降に
分厚い資料をつけてございますが、これに入ります前に、その前の資料８、32 ページ以降
のもので、まさに法人の概要なり中期目標、中期計画の現時点の案、どういう点を考えて

いるか、それを先に御説明申し上げたいと思います。 
 32ページは文章編でございますけれども、同じことを 33ページで模式的に置いておりま
すので、33ページからポイントを追いながら御説明申し上げます。 
 水資源機構はことしの 10月に設立予定でございますが、その前身は水資源開発公団。昭
和 37 年に設立いたしまして、途中、昭和 43 年に愛知用水公団と一緒になって今日に至っ
ております。 
 水資源機構が行う業務は、基本的には現在存在しております水資源開発公団の行う業務

と同じでございまして、33 ページの中ほどに書いてあります、水資源開発促進法に基づき
まして、全国的なものではなくて、そこにあります六つの水系を閣議決定で決定いたしま

して、それぞれの水系ごとに水資源開発基本計画なる計画、私どもは俗に「フルプラン」

と呼んでおりますけれども、水資源開発基本計画を閣議決定する。それが水資源開発促進
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法の中身でございます。 
 この計画の中に、それぞれの水系ごとに将来の水の需要と供給を見通して、需給をバラ

ンスさせるためにどういうダムや水路が要るということを閣議決定で書き込んでおります。

その中で、水資源開発公団がつくるべきダムや水路はこれだということが書かれておりま

す。これは水資源機構になっても同じことになろうかと思いますけれども、この閣議決定

を受けて水資源機構は事業を行うことになるわけでございます。つまり、基本計画に書か

れました施設の新築、改築、管理、これを利水目的、治水目的、当然のことでございます

けれども、環境にも配慮しながら事業を進めていくことになります。 
 ただ、細かい字で書いておりますけれども、水資源機構になりまして以降は新しく水の

供給をふやすような施設はやらない。今計画中のもの、工事が進んでいる段階のものはも

ちろん最後まで完成させるわけでございますけれども、新たに水の供給量をふやすものは

やらないという約束をしてございます。 
 役職員数等はそこにあるとおりでございます。 
 次の 34ページ以降はこれまでの実績でございますので、ざっと見ていただければと思い
ます。 
 34ページは、これまで水資源開発公団が六つの水系ごとに水の供給量を 40年間でふやし
てきたというものでございます。 
 35 ページは、それをグラフにいたしまして、水路延長が赤いグラフのとおり。施設の数
はブルーの折れ線グラフのとおり。このように供給量をふやしてまいりました。 
 36ページは、見にくくて恐縮ですが、関東の利根川・荒川水系を例にとりまして、40年
間で公団がいろいろな施設をつくって首都圏に対する水の供給をやってきたということで

ございまして、あわせて 37ページをごらんいただければよろしいかと思います。 
 具体的にいろいろなダムをつくります。そしてそれを利水者、これは基本的には地方自

治体でございます。上水道あるいは工業用水を担当する自治体。農業用水は土地改良区が

主体になりますけれども、そこに届けるためにいろいろな水路を引っ張ってくる。これが

１対１で対応しているわけではございませんで、農業用水、工業用水、上水、これをどう

いうふうに配分していくか。それを県を越えて非常に複雑な管理をして水が絶えないよう

に、事故が起こらないようにやってきたのが水資源開発公団でございますし、こういった

業務は基本的に水資源機構にも引き継がれる。そういうことを言わんとする資料でござい

ます。 
 38 ページは、現時点で、この先私どもがちょっと気になっている課題でございまして、
上の段には、 100年間で見たときに降水量が減ってきております。 100年前に比べて７％
程度降水量が減ってきておりますし、年による変化、雨の多い年と少ない年の振れが非常

に大きくなっております。これは利用可能な水資源量が減っているということでもござい

まして、こういったことを踏まえて今後の水の供給をどう考えていくかというのが一つ課

題であると思っております。 
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 下の段では、安全な水が欲しい、おいしい水が欲しいという国民のニーズはどんどん高

くなってきておりまして、量さえ満たせばいいという時代ではないだろう。あわせて環境

問題への配慮も非常に重要なことであろうと思っておりまして、こういったことも踏まえ

て今後の業務を考えなくてはいけないという問題意識を持っております。 
 そこで、39 ページでございます。独立行政法人水資源機構が一体何を看板にしてスター
トするのか、どういったことを中期目標、中期計画に盛り込もうとしているのか、現時点

の考え方を一枚紙でまとめたものでございます。 
 上の方には、２年前になりますが、閣議決定で特殊法人の整理合理化をやるんだという

ふうに決めました。その中に水資源開発公団も含まれておりまして、ここで水資源機構に

なるというふうに政府として決定したわけでございます。 
 その中で、五つ丸がございますとおり、先ほど申し上げました新しい施設、新たに水の

供給量がふえるような施設はもうつくらないということを宣言いたしました。それから、

二つ目にありますとおり事業量は縮減していくのだ。需給計画も見直しをルール化するの

だ。あと、独立行政法人共通ですが、主務大臣の監督や関与は必要最小限のものにすると

いうことも約束しております。一番下の丸は、これはコスト意識を高めようということな

のですけれども、利水者が負担する負担金の支払い方法につきまして前払い方式というも

のも活用しましょう。こういったことを既に約束しておるわけでございます。 
 では、この後水資源機構になって何をするのか。基本的な経営理念といたしましては、

中段左側にございますとおり、「安全で良質な水を安定して安く提供」するのだという理念

のもとに、経営方針といたしましては、機構が行います業務は、そもそもライバル企業が

いるわけではない公共的な業務でございます。公共的な使命でございますけれども、そこ

に民間企業が取り入れているような経営センスを取り入れて効率的、自律的に業務を遂行

していこう。あわせて環境への配慮や地域、国民全体のニーズ、こういったことにも配慮

しながら事業を進めていこう。 
 
 抽象的に言うとそういうことでございまして、下の方に行きまして、では具体的に中期

目標、中期計画に何を書くのかということで、大きく２点入れております。 
 中期目標、中期計画に何を書くかということは、これは御案内かと思いますが、一言で

言えば事後評価を行う、そのときの物差しにするものという位置づけでございます。した

がって、できるだけ数字で目標を書くべしということが独立行政法人横断的に言われてご

ざいまして、できるだけ数値目標を決めて、達成したかどうかを後で判定しやすくすると

いうわけでございます。 
 具体的取り組みといたしまして二つの柱。一つには民間企業的な経営手法を導入しまし

ょう。二つ目として徹底的なコスト縮減をやりましょう。こういうことを数字も含めて書

いているのが現時点の案でございます。 
 40 ページ以降は、具体的な２本の柱をもう少し詳しく書くとどういうことになるかとい
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うことで整理してございますので、ざっと触れたいと思います。 
 40 ページは組織の見直しでございますが、直接には、水資源機構の相手といいますか、
まさにお客様でございますけれども、利水者に対するサービスの向上。ひいては国民に対

するサービスの向上ということにもなりますが、ワンストップサービスという言葉がござ

います。要は利水者の立場に立って、利水者が対応しやすいサービス窓口をつくろう。そ

こに行けば用が足りるような組織整備をしよう。それから、コスト意識を高めるというこ

ともございますけれども、お客様ニーズを直接事業に反映するために、事業執行から負担

金徴収までを一元的に担当する部署をつくりましょう。こういった組織整備をやってはど

うか。 
 下の方に行きまして、「きめ細かい情報発信」ということで、渇水の時期、洪水の時期に、

今ダムの水量がどうなっているかなどの情報や財務面の情報、いわゆるディスクロージャ

ーということを、これまでもやっているのですが、もっときめ細かに丁寧にやってはどう

かということを提案してございます。 
 41 ページでは、これも民間企業的な手法の導入の一つの例として、外部の目で見た評価
を積極的に取り入れよう。この会議も各省評価委員会ということで外部の目の一つでござ

いますし、また、会計面で監事監査、会計監査人による監査も決まっております。それか

ら、水資源機構は公共事業を実施いたします。各省の公共事業の再評価の仕組みもござい

ますので、そういった目もある。そういった外部評価を入れながら適切に事業をやってい

きたいという点がございます。 
 経営戦略という意味では、独立行政法人の業務、最終的にはトップが責任をとることに

なりますので、トップの意識を反映させるような組織整備を目指したいということがござ

います。 
 42 ページに行きまして、できるだけ効率性を追求するために組織も見直しをし、一元化
できるところは一元化していく。 
 それから、「新人事制度」と名づけまして、要は職員に対する能力評価、業績評価。そう

いった評価が給料や昇進に結びつくような人事制度を取り入れたい。いずれも民間企業で

やられているものをできるだけ取り入れたいということでございます。 
 43 ページには、職員の意識改革のためにアクションプログラムを各事業所ごとにすべて
作成して、意識改革、利水者サービスの充実をやりたいという取り組みでございます。 
 それから、数値目標という点で非常に注目されているかと思いますが、44 ページ以降で
は、コスト縮減という意味で、まず、人員の削減。水資源開発公団も政府と同じレベルで

これまでも定員削減をやってまいりまして、直近５年間で 95名削減してきておるわけです
けれども、これから平成 19年度末までの中期目標期間で何名削減するということを中期目
標や中期計画で約束をしてはどうかということでございます。その下にあります事務的経

費につきましても、どのくらい削減するという約束をしてはどうか。 
 45 ページは、今度は工事のコストそのものでございますけれども、これも縮減を図って
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はどうか。もちろん水資源機構は水を相手にしておりますので、いいかげんな工事をして

事故が起こったということでは大変です。当然のことながら安全への配慮というのはある

わけですけれども、その中で新しい技術やいろいろな工夫でできるだけコスト縮減に取り

組んではどうか。このあたりもどのくらいのコスト縮減に取り組むのかということを数字

で示してはどうか。 
 以上のようなことが現時点での中期目標、中期計画の案に盛り込んでいるものでござい

ます。 
 なお、私ども、こういった人減らしやコスト縮減、もちろんこれは数値目標で約束する

ことは行政改革という観点からも重要なものであるとは認識しておりますが、そもそも水

資源機構は何のために存在しているのか、どういう点で国民の役に立っているのか。公共

事業ですからダムや水路をつくって終わりということではもちろんなくて、それによって

国民にどういうプラスが生じているのか。水資源機構の存在意義そのものも、できれば国

民にわかりやすい数値目標で示すべきではないかということを常に課題として持っており

ます。ただ、これならばという案が十分に得られていないというのが率直なところでござ

います。そのあたりも本日御意見を賜れればと思っておりますし、これからも検討を進め

て、第２回のこの評価委員会の場では、もっといいものをつくってお示しし、御相談した

いと思っておるところでございます。 
 そこで、資料９、46ページ以降を見ていただきたいと思います。 
 資料９につきましては調整中の部分も多々ございますので、本日のところは各委員の皆

様限りという扱いにいたしたいと思っておりますが、中期目標（案）と中期計画（素案）

を右と左に分けて文章編で対比させております。あちこちにアンダーラインが引かれてお

りますが、独立行政法人横断的に、数値目標的な部分はどこだということがわかるように

アンダーラインを引けという統一的な指示がございまして、それに従ったものでございま

す。それから、何カ所かペンディングを意味します「Ｐ」がついているところがございま

す。そこは、全体として調整途上なのですが、特に調整途上の流動的なものでございます。 
 資料８で御説明いたしましたので資料９は一字一句は御説明いたしません。ポイントだ

けをざっと申し上げたいと思います。 
 46 ページでは、右の「中期計画（素案）」の下から５行目、６行目あたりになりますが、
理念といたしまして「安全で良質な水を安定して安くお届けする」ということを宣言して

おります。 
 それから、先ほど二つの柱があると申し上げました。民間企業的な経営手法を取り入れ

るのだという面では、例えば 47ページの右側中ほどですが、アクションプログラムをすべ
ての事業所で実施するのだとか、その下に組織整備ということで、利水者窓口を明確化す

る、経営戦略を担う組織をつくるという言葉もございますし、一番右下には新人事制度と

いうものを入れております。 
 飛びまして 49ページですが、右上の方、②といたしまして、組織の役割分担を見直して
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業務の一元化を図るというものがございますし、54ページでは、これも右の中ほど、「(9) 説
明責任の向上」ということで、いわゆるディスクロージャー的なものもやるのだというこ

とを宣言しております。 
 二つ目の柱のコストを下げるという意味では、49 ページになりますが、中ほどに右も左
も同じように「(3) 事務的経費の節減」とございます。きょうの時点では、ここに数字を書
きますよということで、しかし数字は入れずに「○％」と書いてございますけれども、こ

ういったところで事務的経費について節減するのだということに触れたいと思っておりま

す。 
 場所だけ申し上げますと、次は 51 ページの上の方、右も左も「(5) 総合的なコストの縮
減」ということで、ここも右の方は「○％」としかなっておりませんけれども、こういっ

たところでコスト縮減を書くことにしております。 
 飛んでいただきまして 58ページですが、右の欄中ほどに「③ 職員数の削減」というこ
とで、これもまだ「○人」ですけれども、期首と期末の人数を書いて、この期間内に何名

減らすということを宣言する、そういったことかなと思っております。 
 そのほか、51ページに戻っていただきますと、中ほど、「環境保全への配慮」ということ
で、環境面が非常に重要であるということを特に中期計画の案で縷々書いている、そうい

う整理でございます。 
 現時点では、まだ数字を書くぞということしか入れておりません。今、事務的にも公団

と役所側とで詰めの作業をしておるところでございますし、きょうのこの場での御意見や、

これからも御意見をいただいて、よりよいものにしていきたいと思っておりますが、８月

27 日に予定しております第２回目のこの会議では数字の入ったものにしたいと思っておる
わけでございます。 
 ちなみに、今、数字の点ではどういうことになっているか簡単に申し上げますと、49 ペ
ージに書こうとしております事務的経費につきましては、表現はどうなるかわかりません

けれども、今のところ、ほかの法人の例も見ながら、例えば最終年度の事務的経費につき

ましては、特殊法人のときに比べて何％落とすというふうに書くとして、これは後でも触

れたいと思いますが、１％、２％ではなくて、できればパーセントで２けたの節減率を書

いたらどうだと私は公団に言って、公団が「うーん」と悩んでいる。そういうやりとりも

今ございます。 
 数字で言いますと、51 ページに「総合的なコストの縮減」もございます。これは公共事
業についてのコスト縮減というもの、国のレベルで公共事業のコスト構造改革というもの

を出しておりまして、実はここで 15％コスト縮減をやるのだということを出しております
ので、国が 15％という数字である以上、水機構はどうするのだ。これも国の数字を踏まえ
たそれなりの数字は出てくるのだろうと、役所対公団の間で事務的にやっておるところで

ございます。 
 もう一点だけ申し上げますと、人の話につきまして、58 ページでございますけれども、
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職員数をどれくらい減らすのかという約束も、微妙な点もございますのでなかなか難しい

点もありますが、公団時代過去５年間で 95名の削減をしておりますので、少なくともそこ
よりは大幅に上回るスリム化が期待できるのではないかと役所側から圧力をかけている、

そういったことがございます。 
 中期目標、中期計画の現時点の案でございますけれども、それにつきまして、通しペー

ジの 62ページを見ていただきたいと思います。 
 62 ページの頭に長いタイトルがございますが、特殊法人等改革推進本部。政府のレベル
で小泉総理を本部長とする本部が設けられておりまして、そこに参与会議というものがご

ざいます。この参与会議のメンバー。上の方に出席者、参与ということで名前が出ており

ますが、セコムの飯田会長を座長にした参与会議がございまして、ここで先月、この 10月
１日にスタートいたします独立行政法人全部について、一体どういう中期目標、中期計画

をつくろうとしているのかを知りたいということで、全部といいましても、具体的には幾

つかの法人がピックアップされてヒアリングを何日かに分けて行いました。水資源機構に

つきましても、そこにありますとおり６月 16日に、今どういうことを考えているというこ
とを御説明いたしました。 
 そのときに２点、水資源機構について参与会議から指摘がございます。62 ページの下の
方にございますが、１点目は一般管理費の削減。一般管理費をどのくらい削減するのだと

いうことで、６月の時点では、まだまだ積み上げ中でございますということで数字は出さ

なかったのですが、聞きますと、ヒアリングをしていた各法人が大体基本的に毎年１％、

５年間で５％という数字を出したそうでございまして、それでは不満足である、水資源機

構はそうではない模範となるような数字を出してはどうですか、という御指摘をいただい

ております。 
 ２点目は、「セグメント情報」という言葉を使っておりますが、これは会計面での話です。

法人一本で出すだけでなく、例えば水機構は六つの水系に分かれて事業をしておりますの

で、それぞれの水系ごとに、水系ごとというのは例示だと思いますが、例えば水系ごとに、

この水系はコスト縮減に努力している、それに比べてこちらは余り努力していないという

のがわかって、内部で競争環境ができるような、そういう取り扱いにした方がよりコスト

縮減に役立つのではないか。こういった御指摘もございました。 
 一般管理費の削減につきましては、先ほど申し上げたような現時点での状況でございま

す。また、２点目のセグメント情報につきましては、できるだけ国民にわかりやすく情報

公開をするという意味でも、この御指摘を生かした形で何らかの対応ができないか、事務

的にも今検討しているところでございます。 
 以上のような状況でございます。 
 そこで、今日のこの場の会議、これからの事務的な詰めなどを踏まえて、63 ページに書
いてありますとおり、８月 27日に予定しております第２回のこの会議では、より詰まった
形の資料をお示しして、再度御議論いただき、きょうと８月 27日と２回の会議で御指摘い
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ただいた点、ちょうだいした御意見を踏まえて、10 月１日の機構のスタートを迎えたい。
10 月１日付で中期目標も中期計画もでき上がることになりますので、そのように事務方と
しては考えている次第でございます。 
 長くなりまして恐縮ですが、現時点の案は以上でございます。 
○議長 今日は最初ですので若干長く説明をいただきましたけれども、主として資料８と

９が中期目標、中期計画ですね。これがこの場でいろいろ議論をしたり審議をしたりする

中心になってくるということで、内容的には多くのものの要点を御説明いただいたわけで

す。さて、何からでも結構です。時間は 20～30分ございますので、御質問いただければと
思いますが、その前に、御承知だと思いますが、中期目標、中期計画というのは通則法で

は３年から５年ですね。 
○佐藤水資源政策課長 水機構につきましては４年半を考えています。 
○議長 ４年半を区切って、その中でどういう目標を大臣が与えるのが適切か、それに対

してどういう計画を立てるか、こういうことになりますね。ちなみに国立大学法人法です

と６年ということになっているんですけれど、４年半ということだそうです。そういう長

さで考えていただいたらよろしいかと思います。 
○小尻委員 私も詳しくわかりませんので３点ほどお尋ねしたいんですけれど、一つは目

的というところですね。理念とかなっているんですけれども、治水と利水とあって、目標

の方には環境の方に配慮されているんですけれども、環境というのは目標とか理念、大目

標ですか。そこに入っているべきものなんですか。要は、制約程度なのか、あるいは、地

域の活性化を図るという言葉がどこかにあったような気がするんですけれども、地域に配

慮するということが公団の本質とつながっているのかどうかというところです。 
 ２点目は、総裁の責任というのを言われていたと思うんですけれども、４年半というと

きに、私は水資源のシステム論などをやっていますと、10年ぐらい雨が少ないときもある、
あるいはずっと多いときもある。多いときばかりが続くとすべてうまいこといく。悪いと

きばかりが来ると渇水が起こったり洪水が起こったりする。そういう評価がきちんと、４

年半ぐらいでうまいこと運用したというような結果が出るような評価ができるシステムが

とれるかどうか。 
 最後が、今言われた節減とかいうのは、目標を立てるのは簡単なようですけれども、明

らかにむだがあるから目標が出るのか、目標を立てて無理やり削っていってサービスを高

められるのか。私は「民間的な」という意味がよくわからないんです。先に目標があって、

反省してみたらそれぐらいむだがあったというふうに見られているのかということなんで

すけれど、お願いします。 
○議長 これはどこが答えることになるんですか。本来機構が答えるんでしょうけれども、

最初のところは、佐藤さん、他に振るなり御自分なり、治水・利水、理念としての環境と

か、その点は国交省でもいいと思いますが、お答えいただいたらどうでしょうか。 
○佐藤水資源政策課長 御質問ありがとうございます。 
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 ３点ございまして、１点目でございます。今の公団の目的、水資源機構になっての目的。

直接法律上の目的としては利水ということが前面に出てくるわけでございます。もちろん

環境に配慮しなくてはいけないということは水資源機構法上も明記されましたし、その後

ろにございます河川法などでも、土地改良法も含めてですか、環境に配慮ということは法

律上も書いてありますので、直接の目的が利水であるにしても、これからは環境に配慮し

ないで事業がやれる時代ではない。そういう時代になったという理解のもとに進めていく

べきではないかと思っております。したがって、環境ということも非常に重視した取り組

みにすべきではないかと思います。 
 ただ、数値目標ということからするとどういう目標がいいのか、どういう物差しがある

のか、なかなか悩ましいところでございまして、そのあたりはむしろ各委員のお立場から

適切なアドバイスをいただけるとありがたいと思っているわけでございますけれども、い

ずれにしても環境というのは非常に重要であると認識しております。 
 ２点目、３点目もよろしゅうございますか。 
○議長 どうぞ。簡潔に。 
○佐藤水資源政策課長  4.5 年と機構の業務との関係、確かに御指摘のとおりだと思いま
す。そもそもダムや水路も４年以上かかっておるのが実態でございますので、４年半なり

５年で切ることがどうか。天候もその期間の運、不運みたいなものがあるというのは我々

も非常に悩ましいと思っております。しかし、そういった前提を置かざるを得ない。５年

以内というのは独法の共通のルールでございますので、その中でどうやって評価の基準を

見出していくか、重要な課題であるということは認識しておる点でございます。 
 同時に節約、節減につきましても、小泉内閣の方針といたしまして、独立行政法人につ

いては一律厳しい節約をするのだ。これは上から与えられた命令であると理解しておりま

して、今までむだがあったとか、そういうことではないのですけれども、この御時世、行

政改革の必要性、そういったものも公団には認識していただいて、厳しいでしょうけれど

もちゃんとやっていただきたい、というのが役所側の立場でございます。 
○議長 役所がそういう立場でおられるというのは非常に結構だと思うんですが、小尻さ

んが指摘されました。議長として余りしゃべるといけませんが、数値的な目標を掲げろと

参与会なんかも非常に厳しく言っていますね。だけど、例えば教育なんかはそういうもの

に適切だろうかというのが小尻さんの頭にあるんだと思います。数値が必ずしも適切かど

うか。しかも時間の長さというものですね。評価と関連させて言われましたけれど、これ

も、私も大学におりますので少し言うと、教育は百年の計だと言うぐらいですから、それ

を５年で数値的に評価をしろというようなところ、これはいろいろな問題があります。 
 今はネガティブな方ばかり申し上げていますが、達成目標にしましても、達成度に対し

て評価点をつけるのであれば、初めからできるだけ達成しやすい低いところにゴールを設

定しておくという悪さも、やろうと思えばできないことはない。そういういろいろな難し

い問題をはらんでいる中で、しかし、国民の皆様が非常に強く要望されている民営的な手
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法を取り入れて、競争原理に乗っかって、しかもサービスの低下なしに効率を上げていっ

てもらいたい。そういうことに応え得る目標や計画でないといけない。 
 ちょっとしゃべり過ぎました。済みません。そんなことではないかと思うんですが、私

が答えていたのではおかしいので、私は進行係ですから、どうぞ御発言ください。失礼し

ました。 
○山岸委員 ダムの専門家ではないんですが、感想みたいなことでもよろしゅうございま

すでしょうか。 
○議長 はい。 
○山岸委員 計画全体を見せていただいて、非常に萎縮した、ちまちまとした計画に私に

は見えます。もちろん国民の大事な血税を使ってやることですからむだはいけませんが、

むだがないということは、何かほかに大きくやって悪いということではないと僕は思うん

です。 
 今、小尻さんがおっしゃった環境の面なんていうのは、民間企業的な経営手法というも

のを柱に据えると、どうしても民間ではできない問題は欠落していきます。それが恐らく

環境の問題じゃないかと思うんですが、その辺をもう少し考え直して夢のある計画になら

ないのかというのが私の率直な感想です。 
○議長 ありがとうございました。 
 私にもいろいろな考えがあります。例えば、環境といいますと、すぐコストに乗るとこ

ろで考えるべきかどうかですね。３世代、５世代先の世代と共有しなければならない価値

であり、責任ですね。そういうことを念頭に置かなければいけないと山岸さんはおっしゃ

っているんだと私は勝手に解釈しておりますけれど、いかがでしょうか。きょうは、とも

かく何でも御発言いただいて、次回にはもう少し具体的にということになりそうですが。 
○津田委員 私も山岸さんのお話を聞いて、ある意味では同感なんですが、盛んに民間手

法というのが出てくるんですね。しかし、もし民間の会社であれば、新規事業は一切行わ

ない、事業の中止・規模縮小など事業量の縮減を目的にするような会社はあり得ないわけ

ですよね。10年か 20年たったら消えてしまう会社ですからね。そこで働く人に元気なんか
出るはずがない。 
 「独立」という意味が独立採算制なのか、もう一つ意味がわからないんですが、ただし、

もし民間手法で民間経営と同じような感覚でやるとすれば、例えば環境の維持なんていう

のはお金にならないわけですよ。工業用水とか飲料用水を売るというのは事業になるんだ

けれども、この中に投資して見返りがある事業が割に少ないものですから、これは民間経

営でやる手法にはなじまない。大きい意味で国家の政策に関する部分がある。その部分が

あるんだから、独立行政法人というのは一体 10年、20年後はどういうことをねらっていら
っしゃるのかなと。いずれ消えてしまって民間に委託するということが目的であれば、今

申し上げたように民間ではなかなかできない事業じゃないかなと。 
 独立行政法人というものが今採用された一つの目的は、国という組織の中に置いておく
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と人件費、労働条件なんかも制約がある。独立行政法人であれば、例えば民間企業であれ

ば東京、大阪で働く人の給料と地方で働く人の給料格差というのは歴然とあるわけです。

生活費が違うから。そういった意味で、「独立」という意味は、もっと弾力的に、地方地方

によって例えば人件費なんかを見直しなさい。ある意味ではコストのカットという意味で

出てくるなら、そういう手法があるかなと一つは思うんですがね。 
 もう一度民間を例にとると、民間であれば、例えばコストの縮小とか、少ない人数でや

ってうまくいくようになれば、それに対して当然幾らかの褒賞を出すわけですよね。よく

やったと言ってボーナスを出す。そういう部分もないんだから、とにかく少なければ少な

いほどいいというような組織では、本当にこれで元気が出るのかなという心配をするわけ

です。 
 もう一つ民間と比較すれば、ここに書いてある、現に水資源開発公団という組織がある

んだから、これを民間でやればどういう人数で、どういう人件費でやれるかという、ある

程度……。もし入札なんかをすれば、当然ある金額が出てくるはずなんです。それと現実

にやっている金額との差が余りにも大きいのであれば、それはむだだろうと思うので、そ

ういう一つの目安を探さないと、少なければ少ないほどいい、事業はできるだけ減らして

いくんだという組織というのは、そこで働く人の元気ってどうして出すのかなあと思うん

ですけれどね。民間手法と書いてあるのは、そういうのを民間だと考えられると、ちょっ

とたまらないなという感じがするんです。 
 以上です。 
○議長 かなり本質的な御質問ですね。「独立」というのと、法人格を持つということは、

今までですと主管庁が命令したとおりにやって、自分で経営的なセンスでやるわけじゃな

いんですね。大学も似たようなもので、経営者は文部科学省で、名古屋大学はその出先の

一機関にすぎないわけですが、今度は法人格を持って、そのかわり裁量権がかなりふえる

わけですけれど、リスクも大分出てきますね。そういう点はあると思うんですが、今の御

質問に対して、先行独法等のこともあるでしょうし、こんなことで減らせ減らせでは元気

なんか出るわけがないじゃないかという点はいかがですか。 
○甲村水資源部長 まず、事業の縮小という面ですが、現在の水資源開発公団は建設事業

と調査事業で 18 事業をやっていまして、管理を 48 やっております。先ほどの説明の中に
ありました、新規の水を生み出すものはやらない。これは、見かけ上は水の需給がほぼバ

ランスがとれているということで、今後新規の水資源開発はやらない、そういうことで閣

議決定がもうされています。 
 では、今後どうなるかということでございますが、今、建設調査している 18は続けます
が、それらができ上がった段階で、何年か後には新しい水資源機構の業務はダムや水路の

維持・運営ということになるかと思います。現在既にでき上がっている施設をどのように

うまく利用して水を安定的に供給するか。あるいは洪水の調整を行うか。今まではどちら

かというと建設主体だったのが、これからは維持・運営が主体となっていく独立行政法人
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になっていくということで、事業の縮小ということで暗い面もあることは否定できないの

ですが、これからは頭を使って、限りある施設の中でそれをどうやって運営していくか、

そういう方が求められる機構となると思います。 
 もう一つ、「独立」の意味でございますが、これは議長からもおっしゃっていただきまし

たけれども、従来の公団と申しますのは、何か事業をやるとなると一々主務官庁の許認可

が要ったということでございますが、独立行政法人になりましたら、それは事前の、今御

審議いただいている中期目標、中期計画でとりあえずやってみて後で評価するという形の、

ある意味で自主性が従来より大きくなる。そういう意味の「独立」だと思いますし、水機

構には限らないわけですが、独立行政法人も永遠に独立行政法人かといいますと、これは

独立行政法人全体の話ですけれども、しかるべき時期に、独立行政法人として継続すべき

か、民営化すべきか、廃止すべきか、そういう評価がなされるというふうに聞いておりま

す。 
○議長 なかなか難しい問題ではありますが、先行している独立法人も幾つもありまして、

これからのものも、既にスタートしたところも、現実の問題としては手探りの状態で目標

や計画をつくって、単年度の進捗状況をチェックしながらやっているというのが現状だと

思っております。 
 国立大学の場合でも、数値的なものに対する理念といいますか、そういうものは常に出

ておりますし、いろいろな対象にもよると思います。数値をぴしっと挙げてやっていくの

が適切なものもありましょうしね。 
 いかがでしょうか。 
○津田委員 「独立」という説明もよくわかったんですが、それだったら 39ページは「事
業の中止・規模縮小」と書かずに、事業の維持・運営を効率的に図るとかいう目的にしな

いと。必ずしも事業の中止とか規模縮小というのは今後の取り組みの主目標ではないと思

うんです。これは余りにもマイナス、マイナスの表現になり過ぎている。そこで働く人の

ためにも、この表現は合っていないんじゃないかと思うんです。 
 以上です。 
○甲村水資源部長 39ページの上の２行目ですね。申しわけないのですが、平成 13年 12
月に閣議決定された文章の、これは全文ではなくて要約文なのですが、閣議決定の中では、

実施中事業の事業規模縮小だとか、新規利水の見込みのない実施計画中事業の中止だとか、

そんな表現で書かれておりまして、それを要約したのがこの文章でございまして、この文

章自体は変えられませんが、それを受けて機構がやる中期目標、中期計画で、例えば 45ペ
ージで、工事コスト縮減の中で事業をやめたこと。これは実際やめているので事実ではあ

るのですが、全部後ろ向きで、すべてやめていくのかというイメージに取られているとい

う部分は反省する部分があるかと思います。 
○山岸委員 甲村部長が言ったように、これからの主なる仕事が維持・運営ということに

シフトしていくのであれば、51 ページの「(6) 環境保全への配慮」という中に、環境に配
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慮したダム管理のあり方を新規に探るというような事業があって当然だと僕は思います。

○議長 ありがとうございました。 
○松本委員 松本でございます。 
 今のお話に関連するかと思うんですが、環境保全にいろいろな配慮をする。当然のこと

だろうと思うんですが、その結果として機構が、これは中期計画の書きっぷりの話になる

と思うんですけれども、具体的な必要な保全措置を講じる場合に、一方では開発に見合っ

た受益が担保されるということも必要な前提だろうと思うわけでございます。 
 同じような話で、少雨化傾向に伴う利水安全度の問題があります。利水安全度が低下す

ることを踏まえて渇水調整の円滑化を図るというような文章も出てきたと思うんですが、

そういった場合に当たっても、利水者にとっては開発に見合った受益が将来にわたって担

保されるということが切実な関心事でございますので、そういった考え方もぜひ、これは

意見でございますが、中期計画の書きっぷりの中でお考えいただければと思います。 
○議長 ありがとうございました。 
 皆さん非常に建設的におっしゃっていただいていると思います。やるべきこと、むだで

やらなくてもよいこと、それをきちっと区分けして、やるべきサービスは低下させずにや

る。単なる縮小でサービスが低下していったのでは話にならないですし、受益が低下した

のではだめなんですね。そういう点に注意して文言を考えなさいという御指摘と承ってお

りますが、さて、いかがでしょうか。まことに恐縮ですが、私がいただいている時間は 15
時までなんですけれど、数分経過させてもらうとしまして、お願いいたします。 
○茂庭委員 茂庭です。 
 機構の新しい理念に安全で良質な水を安定して安くということが書かれておりますが、

中期計画をぱらぱらと見せていただいているんですが、その中にそれを具体化したものと

いいましょうか。特に質の問題なんですけれども、水道側でダム湖の水を使うというのは

いろいろな水質のトラブルがあるわけですね。それについて一体どういう姿勢で、どうい

う方針でやっていくのかというのが、残念ながら計画にも目標にも具体的な表現が全くな

い。環境への配慮というはわかるんですが、問題は売る水の質をどうやって担保していく

のかということの表現がどこかに欲しいと思うんですが、いかがでしょうか。 
○議長 ありがとうございます。 
 そのほかいかがでしょうか。どんどんおっしゃってください。 
○中村委員 細かい質問で恐縮です。最近は少雨化傾向にあるという文言が中期目標にあ

りまして、それの根拠として資料の 38ページでグラフが出ていますね。これのトレンドな
んですけれど、トレンドはどういう数値を使って……。５年平均とか、移動平均とか、そ

ういうものなんですか。 
 質問の趣旨は、少雨化傾向というのは、どのタイムスパンをとるかによって大分違って

くるといいますか、例えばこの 10年を見ますと渇水時期に比べると増えるとか、そういう
見方もできるわけですね。現在はあちこちで洪水などが起こっていまして、中期目標とい
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うのは５年間ですね。５年間の間に洪水ばかり起こるような時期が当たっしてしまう可能

性もあると思うので、これがここに書いてあるというのが、政策的な配慮なのかなと思い

ますが、「少雨化傾向」というのがちょっと不思議な感じがしました。確かに統計のとり方

によってはそういうことが言えるとは思いますが。ちょっとした感想です。 
 もう一つです。48ページの中期目標で、これも質問ですが、「効率的で経済的な事業の推
進」。効率的と経済的と二つ並べてあります。効率的と経済的、似たようなものだと思うん

ですけれども、どういう意味合いなのでしょうか。 
 質問の趣旨としては、中期目標の具体化が中期計画だと思うんですが、電子化、情報化

というのは書いてありますし、外部委託も書いてあるんですが、業務の簡素化とか業務の

迅速化というようなことを目的にしたものが役割分担の見直し、49 ページの②に当たるも
のだと思うんですけれども、それに当たるものを書いた方がいいのかなという感想を。効

率的と経済的だと余りにも同じような表現かなという印象を持ちました。 
 以上です。 
○議長 ２点の質問に対して簡潔にお答えいただけませんか。 
○甲村水資源部長 その前に、茂庭委員からの水質についての記述ですが、今の案では 50
ページの中期計画の「的確な施設の管理」の３行目ですが、「このため、全管理所において

日常的に水質情報の把握を行う。また、富栄養化現象など水質に異常が見られた場合には、

利水者や関係機関との連絡調整を図るとともに、必要に応じて、水質改善についての検討

を行い、可能な対策を実施する。」。現在はこのような記載になっております。 
 それから、中村委員からお話があった 38ページの日本の年降水量の経年変化ですが、こ
れは、このグラフにかいてございますように、1897年から 2001年まで 100年以上のトレ
ンドをとると減少傾向になっているということでございます。この中で例えば 10年単位で
とってみますと前 10年に比べて雨がふえている 10年もございますが、超長期的な 100年
単位の傾向で見ると減少になっているということでございます。 
 それから、「効率的」、「経済的」の言葉の定義につきましては、よく検討してまいりたい

と思います。 
○議長 ありがとうございました。 
 既に 15時を回って……。答えですか。 
○藤兼補佐 事務的に補足させていただきたいと思います。 
 「日本の水資源」という冊子を土地・水資源局水資源部で出してございます。その中の

資料からの抜粋をさせていただいていますが、具体的には、気象庁資料に基づいた全国 46
地点の算術平均値を使いまして、国土交通省水資源部で試算したグラフでございます。そ

してトレンドについては回帰直線によってございます。 
 以上です。 
○議長 小泉委員から手が挙がっておりました。どうぞ。 
○小泉委員 時間ということでございますので簡潔に申し上げたいと思いますが、21 世紀
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は「水の時代」というふうに言われておりまして、特に水資源機構の果たす役割は非常に

大きいと私は思っております。 
 その昔、省庁再編で水省みたいなものができればいいなと個人的には思っていたんです

が、そういうことでもなく、ですからこういった独法人ということで水資源の総合的な水

運用というんですか、そういったものを各水系ごとにいろいろやっていけるような機構に

なれば非常によろしいのではないかと考えております。 
 先ほど来お話がありましたように、開発というよりも管理、維持ということですね。私

は、物をつくるということもなかなか大変だとは思うんですが、これを維持していくとい

うのは技術的にも大変だし、非常に重要なことだと思っております。特に更新といいます

か、これは改築とか、その辺のところで読みかえればよろしいのかと思いますが、古い施

設をどのように改めていくのか。そういったところの考え方とか、先ほどのお話で、水資

源機構になってもっとやりよくなったのではないでしょうか。縦割りの水行政ではなくて、

いろいろな法的な規制はあるとは思いますが、その辺を弾力的にうまくやっていく。その

辺がアピールできれば、独法人になっていく水資源機構の意義がまた出てくると思います

ので、どうぞよろしくお願いいたします。 
○議長 ありがとうございました。非常に建設的に述べていただいております。 
 まことに恐縮ですが、御予定もあろうかと思いますが、もうお一人ぐらい、もしござい

ましたら。どうでしょうか。 
 よろしいでしょうか。 
 私のもらっている進行メモによりますと、既に時間は過ぎています。 
 大変貴重な御意見をいただきまして、ありがたく思っております。ただ、中期目標の案

や中期計画の素案につきましては現在財政当局と協議中でありますので、資料につきまし

ては、資料３に合同会議の運営方針がありましたけれども、それの第二条の規定によりま

して、委員限りとさせていただきたいと存じます。 
 まだいろいろ御意見があろうかと思いますが、時間の関係もございますので、本日の審

議につきましては以上で閉じたいと思います。今日は、各委員の皆様にとりましては、少

し時間が足らないんじゃないかという御気分をお持ちだと私は思うんです。 
 私もこの資料を、10 日ほど前に打ち合わせしましたときに、もちろん事務局としては一
所懸命準備した結果がこうなったわけで、それはお許しいただきたい。開催通知は 15時ま
でということで配られております。次はもう少し準備もよくして、今日いただきました御

注意や御助言をどういうように対応していったかということもわかるようにして、次のス

テップで、より密度の高い御意見をいただくというように進めていきたい。 
 いずれにしましても、これは非常に重要な委員会であります。私などは文部科学省にで

きる委員会にやられる方なんですが、非常に恐ろしい委員会のメンバーを皆さんがなさっ

ているということでございます。ひとつ忌憚のない、きちんとしたよい御意見を賜ります

ようお願い申し上げます。 
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 要らんことを申し上げましたが、それでは、事務局にお返しいたしたいと思いますので、

よろしくお願いします。 
 
(6) その他 
 
○藤兼補佐 本日は、長時間というわけではございませんでしたが、御審議、まことにあ

りがとうございました。 
 本日の審議内容等につきましては、先ほど御了解いただきました合同会議運営方針に基

づきまして、議事要旨及び議事録を作成の上、御出席の委員の皆様にお諮りいたしまして

公表することといたしたいと思います。 
 なお、第２回の合同会議につきましては、８月 27日 13時 30分、この３号館の 11階、
この一つ上の階で開催予定となっております。何とぞ御参集いただきますよう、よろしく

お願いいたします。 
 それでは、以上をもちまして、第１回独立行政法人評価委員会水資源機構分科会等合同

会議を終了させていただきます。 
 本日は、どうもありがとうございました。 
 
（閉会） 
 
 


